
「持続可能なアジアに向けた大学における環境
人材育成」に関する国内大学アンケート

調査の結果

調査対象 国内大学７3０校
調査期間 2007年10月～12月
回収数 ２０３校
回収率 ２８％

25%143567私立

203

28

32
返答数

28%730計

37%76公立

37%87国立

回答率発送数

25%143567私立

203

28

32
返答数

28%730計

37%76公立

37%87国立

回答率発送数
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教養教育（共通教育）で「環境」をテーマとした講義の教員について

全体集計

0 20 40 60 80 100

％

サテライトからの遠隔教育

行政から

NGO/NPO等から

企業からの非常勤講師

他大学からの非常勤講師

大学専従の教員

国立

公立

私立

国・公・私立別集計

・主として大学の専従と非常勤の教員によって教育が行われ
ているが、企業やNGO/NPO、行政などからも一部教員とし
て招かれている

0

20

40

60

80
％

大
学
専
従

の
教
員

他
大
学

か
ら

の

非
常
勤
講
師

企
業

か
ら

の

非
常
勤
講
師

N
G
O
/
N
P
O
等

行
政

か
ら

サ
テ
ラ
イ
ト
か
ら

の

遠
隔
教
育

教養教育（共通教育）の「環境」をテーマとした講義・演習を通じて
学生に身につけて欲しい能力

0 20 40 60 80
％

その他

企画力

指導力・率先力

柔軟性

計画力・立案力

参画力

積極性

コミュニケーション力

想像力

発信力

実行力・展開力

横断的把握力

状況把握力

情報収集・発展力

問題解決能力

基礎的知識・理解

高い関心・意欲

国・公・私立別集計

・高い関心・意欲や基礎的知識・理解の獲得が特に重視されている

全体集計

0 20 40 60 80 100
%

企画力

指導力・率先力

柔軟性

計画力・立案力

参画力

積極性

コミュニケーション力

想像力

発信力

実行力・展開力

横断的把握力

状況把握力

情報収集・発展力

問題解決能力

基礎的知識・理解

高い関心・意欲

国立

公立

私立
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専門教育での「環境人材」育成の取り組み状況

無回答
6%

取組を
検討しない
25%

取組を
検討したい
15%

取り組んでいる
54%

今後取組を検討し
たい
8%

無回答
6%

取り組んでいる
54%

今後取組を検討し
たい
15%

取組を
検討しない
25%

無回答
6%

取組を
検討しない
10%

取り組んでいる
76%

総合大学

単科大学

総合・単科別集計

・環境に関する学部を持っているため

・物事を考察し高い倫理観に基づいて行動できる姿勢と能力を持った人
材を育成するために専門の知識を修得することが必要なため

・多様な人材を求める経済社会に対応した教育が大切であるとの観点
から

・カリキュラムが非常にタイトで、これ以上科目を増やせない

・特定の専門職の養成を行っているため（医療・芸術など）

・対応できる常勤教員がおらず、新たに教員を確保するのが困難なため

取り組みを検討しない理由

取り組んでいる理由／今後取り組みたい理由

全体集計

その他
5%

環境講義を担当で
きる教員がいない

21%

大学教育の主題に
環境がない
21%

大学教育趣旨に環
境が含まれてない

7%

カリキュラム上
環境テーマは困難

46%

0 2 4 6 8 10 12

％

環境についての講義をおく意義がない

大学教育趣旨に環境が含まれてない

その他

環境講義を担当できる教員がいない

大学教育の主題に環境がない

カリキュラム上環境テーマは困難

総合大学

単科大学

教養教育(共通教育)で「環境」をテーマとした講義等を設置してない理由

全体集計

総合・単科別集計
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専門教育課程において環境系の学部等を設置した背景

国・公・私立別集計

総合・単科別集計

0 20 40 60 ％

大学の特色を出すため環境を前面に

学科・学部の改組

従来から教育・研究をしてたから

「環境」が重要となってきたから

総合大学

単科大学

0 20 40 60 ％

大学の特色を出すため
環境を前面に

学科・学部の改組

従来から教育・研究をしてたから

「環境」が重要となってきたから

国立

公立

私立

0 20 40 60 80

学科・学部の改組

大学の特色を出すため環境を前面に

従来から教育・研究をしてたから

「環境」が重要となってきたから

%

全体集計

専門教育課程での

「環境」を冠した学部・学科・コースの設置について

無回答
5%

設置
している
35%

設置
していない
60%

全体集計 総合・単科別集計

設置
していない
60%

設置
している
35%

無回答
5%

設置
していない
27%

設置
している
72%

無回答
1%

総合大学

単科大学
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大学院課程での「環境人材」育成の取り組み状況

・環境人材の育成を目標とした専攻・コースを設置しているため

・学部教育以上にすすんだ環境に関連する高度な専門教育を受けた人材
の育成が求められているため

・環境の専門家を輩出することが必要なため

・環境分野以外の高度研究者養成を目指しているため

・環境をメインとした研究科ではないため

・大学院の設置目的や主旨に環境人材の育成が含まれないため

取り組みを検討しない理由

取り組んでいる理由／今後取り組みを検討したい理由

総合・単科別集計
無回答
22%

取組を検討
しない
28%

今後取組を
検討したい
16%

取り組んで
いる
34%

全体集計

無回答
5%

無回答
34%

取組を検討
しない
31%

今後取組を
検討したい
15%

取り組んで
いる
20%

今後取組を
検討したい
15%

取組を検討
しない
16%

取り組んで
いる
64%

総合大学

単科大学

c

学生に専門教育を通じて身につけてほしい能力

国・公・私立別集計

・高い関心、基礎的知識・理解、問題解決能力が特に
重視されている

0 20 40 60 80 100

その他

想像力

企画力

参画力

発信力

指導力・率先力

柔軟性

積極性

横断的把握力

状況把握力

コミュニケーション力

計画力・立案力

実行力・展開力

情報収集・発展力

問題解決能力

基礎的知識・理解

高い関心・意欲

%

0 20 40 60 80 100
％

その他

想像力

参画力

企画力

発信力

指導力・率先力

柔軟性

積極性

横断的把握力

状況把握力

コミュニケーション力

計画力・立案力

実行力・展開力

情報収集・発展力

問題解決能力

基礎的知識・理解

高い関心・意欲

国立

公立

私立

全体集計
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大学院課程における「環境人材」育成の具体的取り組み

・実習・フィールドワーク、グループワーク、ディスカッ
ションでの取り組みに重点がおかれるようになる

国・公・私立別集計

全体集計

0 20 40 60

寄附講座による環境特別講義

環境系資格取得のための講座

図書館・情報センター等の
情報集積充実

環境系サークル活動の奨励

海外提携大学への留学支援

環境ボランティアの奨励

企業等へのインターンシップ派遣

環境に関する単発系の
セミナー・ワークショップ

講義・演習

グループワーク

ディスカッション・ディベート等

実習・フィールドワーク等

％

0 20 40 60

％

寄附講座による環境特別講義

環境系資格取得のための講座

図書館・情報センター等の
情報集積充実

環境系サークル活動の奨励

海外提携大学への留学支援

環境ボランティアの奨励

企業等へのインターンシップ派遣

環境に関する単発系の
セミナー・ワークショップ

講義・演習

グループワーク

ディスカッション・ディベート等

実習・フィールドワーク等

国立

公立

私立

大学院課程において「環境」に関する専攻科の設置について

総合・単科別集計

・大学院になると、環境系の専攻科の設置は限られている

・総合大学での設置は多いが、単科大学では少なくなる

全体集計

設置している
12%

設置していない
52%

設置している
53%

無回答
36%

無回答
9%

設置していない
38%

総合大学

単科大学

している
28%

してない
51%

無回答
26%
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どのような職種に環境知見を活かした就職をしているか
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40
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80
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の
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海
運
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の
他
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ム

窯
業

%

全体集計

・特に公務員、建設、食品の分野が多い

国・公・私立別集計

0 20 40 60 80 100％

その他金融業

窯業
海運

その他輸送機器
ゴム

パルプ・紙
鉱業
造船
空運
鉄鋼業
ガス
陸運
繊維

倉庫・運輸関連
証券
石油
商社
保険
水産
不動産

電力
非鉄金属・金属製品

銀行
通信

精密機器
鉄道・バス
小売業
電気機器
機械

その他製造業
自動車・自動車部品

医薬品
化学工業
食品
建設
公務員

国立

公立

私立

卒業生は環境に関する知見を活かした就職をしているか

総合・単科別集計

・「環境」についての知見を行かした就職の現状はあまり良くない

・当該情報を大学側が把握できていない可能性もある

無回答
9%

無回答
18% 就職できている

13%

就職
できていない

21%

どちらでもない
48%

就職
できていない

6%

どちらでもない
39%

就職できている
46%

総合大学

単科大学

全体集計

就職
できている
19%

就職
できてない
16%

どちらでも
ない
42%

無回答
23%
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大学での「環境人材」の育成に際して、

他企業や地域社会との連携・協力をしているか

していない
48%

今後
連携したい
18%

している
27%

無回答
7%

全体集計

総合・単科別集計

していない
50%

無回答
11%

無回答
8%

している
25%

今後連携したい
14%

していない
23%

今後連携したい
10%

している
59%

総合大学

単科大学

・「環境人材」育成の分野での大学と企業・地域社会との
連携・協力はあまり進んでいない

・今後の連携・協力への希望もあまり多くない

・総合大学での連携・協力は単科大のそれと比べて多い

0 20 40 60 80 100
％

主として実技

その他

センター試験＋二次試験+面接

センター試験＋面接

主として小論文

センター試験＋二次試験

主として面接

センター試験

AO入試

自校で作成した試験

推薦入試

国立

公立

私立

現在の入学試験の形態について

国・公・私立別集計

・推薦入試やAO入試が比較的多く行われている

・国公立大と私大とでは、入試の形態に傾向が異なる

0 20 40 60 80 100

主として実技

その他

センター試験＋二次試験+面接

センター試験＋面接

主として小論文

センター試験＋二次試験

主として面接

センター試験

AO入試

自校で作成した試験

推薦入試

％

全体集計
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１年次

２年次

３年次

４年次

くさび型（並行型）履修
教養教育（共通教育）のカリキュラム
の履修が専門科目の履修と並行し
て行われる。一年次から四年次まで

の学生が履修できる。

専
門
教
育

教
養
教
育
（共
通
教
育
）

大学設置基準の大
綱化により、一般教
育と専門教育の区
分、一般教育内の
科目区分（一般（人
文・社会・自然）、外
国語、保健体育）が
廃止された。

旧大学設置基準（1991年以前）

第18条「大学は、この章で定める基準
に従って授業科目を開設する」
第19条「大学で開設すべき授業科目
は、その内容により、一般教育科目、
外国語科目、保健体育科目、及び専
門科目に分ける」

新大学設置基準（1991年以降）

第19条「大学は、当該大学、学部及び
学科または課程等の教育上の目的を
達成するために必要な授業科目を開
設し、体系的に教育課程を編成するも
のとする」「教育課程の編成に当たっ
ては、大学は、学部等の専攻に係る
専門の学芸を教授するとともに、幅広
く深い教養及び総合的な判断力を培
い、豊かな人間性を慣用するように適
切に配慮されなければならない」

「一般教養」「一般教
育」という名称が姿
を消し、「共通教育」
「教養教育」という言
葉で置き換えられた。

現行の教養教育のモデル

区分の廃止によって、
一般教育課程ないし
教養部の改組・解体
が多くの大学で進行

した。

大綱化の影響大学設置基準の大綱化（1991年）

出所：文部科学省「大学における教育内容の改革状況について」（2007年）

大学における環境人材育成の取組（２）
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教養教育（共通教育）で行われている環境に関する科目の例

法・経済・会計などの
専門的科目の設置

環境に関す
る極めて入
門的な科目

専門課程進
級を見通し
た科目

実験・測定
のスキルに
関する科目

①環境（T大）
②環境科学（C大）
③環境科学（M大）
④環境科学入門（K大）
⑤歴史環境論（N大）
⑥21世紀と人間の共存を問う（H大）
⑦環境問題概説（HK大）

⑬環境工学（C大）
⑭地球環境化学実験（Y大）
⑮環境生命科学実験（Y大）
⑯環境安全論（I大）

⑰地域環境保全学概論（N大）
⑱ｴﾈﾙｷﾞｰとｴﾝﾄﾛﾋﾟｰ（O大）
⑲国際環境・衛生論（O大）

⑧環境法Ⅰ/環境公法（HO大）
⑨環境政策学（Y大）
⑩環境行政概論（C大）
⑪環境会計論Ⅰ（HO大）
⑫安全・環境と社会（Y大）

特に理科系において、
求められる実験や測定
のスキルを扱うとともに、
専門課程で必要となる
知識について、扱ってい
る科目群。一部は一年
次で履修できるが、二年
次以上での履修を求め
る科目が多くなってくる。

一般教養型・入門的
な科目の設置

専門科目への導入的
な科目を意識

二年次以上での履修
が求められる

理科系特有のいわゆ
る実験系科目

内容が比較的高度で
専門教育的

入門の次の
段階の科目

一年次から履修できる
「環境」に関連した科目
群。扱うテーマは一般的
なもので幅広い。特に入
門科目で占められてい
る。一部オムニバス形式
で講義が行われる。

一年次から履修できる
科目もあるが、入門的な
科目に比べ、やや専門
に踏み込んだ内容を扱
う科目群。

文系・理系双方の視
点を持った講義が設

置される

一
般
教
養
の
特
徴
が
強
く
現
出

専
門
課
程
の
レ
ベ
ル
に
近
い

開講科目名 特徴（概要） 傾向

大学における環境人材育成の取組（３）

専門課程で行われている「環境」に関する科目の例

専門課程
への入門
的な科目

専門的な
科目

専門課程
への入門
的な科目

①経済政策論Ⅰ（R大経済）
②環境科学入門（A大）
③政策科学入門（A大）
④環境政策概論（A大）

⑬環境工学総論（N大理工）
⑭環境・技術者倫理（N大理工）
⑮地球環境科学（N大理工）
⑯環境の計画と技術（N大理工）

⑰自然環境論（N大理工）
⑱地球環境科学（N大理工）
⑲環境工学Ⅰ （N大理工）
⑳海洋および環境計測（N大理工）

⑤環境会計論（R大経済）
⑥環境政策論（R大経済）
⑦市場経済のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化と環境・貧困
問題（R大経済）
⑧環境経済学（A大環境）
⑨環境統計学（A大環境）
⑩環境影響評価論（A大環境）
⑪環境管理論（A大環境）
⑫環境関連法Ⅰ （A大環境）

総論的な内容で、主
として１年次の学生
に対して履修を求め
ている。

専門科目ではあるが、
入門的な内容を扱っ

ている。

専門科目ではあるが、
理科系に進学した学
生への入門的な内容
を扱っている。

専門分野として環境
を扱う科目。

専門的な
科目

総論的な内容で、主
として１年次の学生
に対して履修を求め
ている。

２年次以降で履修で
きるようになる科目
が多い。専門の初期
的なレベルから、高
度な段階の内容ま
で、広くカバーしてい
る

環境会計・環境経済・
環境影響評価といっ
た専門分野の中で環
境を扱う科目。

文
科
系
の
専
門
課
程

理
科
系
の
専
門
課
程

開講科目名 特徴（概要） 傾向

２年次以降で履修で
きる科目が多い。
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一般の総合大学（Ｎ大学経済学部・理工学部）における
「環境」の履修の例

経済学部

基礎科目群
哲学(2)
論理学(2)
歴史学(2)
文学(2)
日本語表現(2)
法学(2)
社会学(2)
政治学(2)
地理学(2)
心理学(2)
文化人類学(2)
物理学(2)
生物学(2)
科学史(2)
メディア論(2)
映像文化論(2)
日本国憲法(2)
比較宗教文化論(2)
地球科学(2)
先端科学(2)
地域と文化A~D (2)
外国語科目群
保健体育科目群
専門教育科目郡

総合教育科目（42単位） 専門科目（選択）

理工学部

専門科目（選択）

都市環境管理論Ⅰ(2)
都市環境管理論Ⅱ(2)
都市環境論Ⅰ(2)
環境経済論Ⅱ(2)
地球環境論Ⅰ(2)
地球環境論Ⅱ(2)
地球環境論Ⅰ/特論Ⅰ(2)
（自然科学系）
ISO理論・実務Ⅱ(2)
エネルギー資源論Ⅰ(2)
エネルギー資源論Ⅱ(2)
経済学科群(2)
産業経営学科群(2)
学部共通群(2)

総合教育科目（54単位）

国語国文学Ⅰ・Ⅱ(2)
歴史(2)
倫理学(2)
哲学(2)
国語表現法(2)
日本の文化(2)
歴史環境論(2)
異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論(2)
科学・技術と人間(2)
法学(2)
日本国憲法(2)
心理学(2)
社会学(2)
経済学(2)
知的所有権論(2)
産業・組織心理学(2)
経営学(2)
科学技術氏(2)
地球環境化学(2)
生態学(2)
情報科学(2)
地理学(2)
自然環境論(2)
生物学(2)
健康化学(2)
教養ゼミナール(2)
総合講座(2)
外国語科目群
保健体育科目群
基礎教育科目群

歴史環境論(2)
自然環境論(2)
地球環境化学(2)
環境循環工学(2)
環境工学基礎(2)
環境工学総論(2)
環境・技術者倫理(2)
環境科学(2)
環境化学(2)
海洋及び環境計測(2)
地球環境科学(2)
環境工学Ⅰ(2)
環境の計画と技術(2)

（ ）内は単位数
環境と関連する科目
その他の科目

90分授業を１時間と換
算
講義：15時間の授業で
１単位
演習：30時間の授業で
１単位
実習：45時間の授業で
１単位

教養課程では環境に関する
科目が少なく、専門課程で
環境に関連する専門科目を

履修できる。

↓

専門課程で環境を取
り入れている事例

総合教育科目（一般
教養課程）の中で、
環境を扱っている科
目の数は非常に限
られている

一般の総合大学（Ｒ大学経済学部）における 「環境」の履修の例

全学共通カリキュラ
ム929科目中、多数
の「環境」に関する
科目を提供している

歴史と現代(2)
茶・虎そして人(2)
多文化の世界(2)
現代社会と法(2)
企業と社会(2)
現代社会とツ－リズム(2)
情報と倫理(2)
歴史学の批判性(2)
都市アメニティ論(2)
世界経済と日本(2)
個人と社会(2)
経営学の世界(2)
現代社会と環境(2)
平和と安全保障(2)
都市と政策(2)
都市と新しい社会運動(2)
文学と人間(2)
文学と社会(2)
心の健康(2)
パーソナリティの心理(2)
対人関係の心理(2)
スポ－ツの科学(2)
自然環境と人間(2)
物質の科学(2)

行動の科学(2)
人類の進化(2)
地球の理解(2)
情報科学入門(2)
生物の多様性(2)
都市環境と人(2)
地球環境の未来(2)
都市と野鳥(2)
生命のしくみ(2)
自然保護最前線(2)
武蔵野の自然(2)
心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰを考える(2)
体験学習：環境と人間(2)
身近な環境問題(2)
放送８０年(2)
企業の社会的責任と
リーダーシップ(2)
科学技術の発展(2)
教育環境を考える(2)

講義科目
環境政策論(2)
環境経済学１(2)
環境経済学２(2)  
都市政策論１(2)
都市政策論２(2)
開発経済学(2)
国際経済政策論（2）
環境会計論（2）
国際経営論（2）
中国経済政策論（2）
地方財政論（2）

すべて選択科目（環境関連のみ抽出）

全学共通カリキュラム（教養課程に相当） 経済学部専門科目

選択科目（環境関連のみ抽出）

教養課程で環境に関するさまざまな基
礎的科目を提供。また専門課程でも環
境に関連する専門科目を履修できる。

↓

教養課程と専門課程でバランス
よく環境を取り入れている事例

90分授業を１時間と換算
原則、15時間の授業で２単位
（ ）内は単位数

ゼミナール科目
市場経済のグローバル
化と環境・貧困問題（4）
都市環境と地域政策
（4）
近未来の都市と大学の
環境をデザインする（4）
アジアをめぐる諸問題
に関する研究（4）

大学における環境人材育成の取組（４）
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環境系の学部・学科（Ａ大学環境学部環境政策学科）における
「環境」の履修の例

教養科目（40単位）

環境と倫理(2)
暮らしの中の法律(2)
経済学入門(2)
コンピュータ演習(1)
英語科目群（12）

歴史上の環境問題(2)
文章表現法(2)
心理学概論(2)
憲法(2)
経済政策(2)
人間関係論(2)
社会学概論(2)
社会思想史(2)
基礎数学(2)
基礎物理学(2)
基礎化学(2)
基礎生物学(2)
コンピュータ概論(2)
科学技術史(2)
自然災害科学(2)
保健体育系科目群
第二外国語科目群

必修科目（19単位）

選択科目（21単位）

専門科目（84単位）

必修科目（41単位）

環境科学入門(2)
政策科学入門(2)
人口・食料論(2)
環境政策概論(2)
民法Ⅰ(2)
環境経済学(2)
環境生態学(2)
産業環境論Ⅰ(2)
大気環境学(2)
環境統計学(2)
統計処理演習(1)
水環境学(2)
環境影響評価論(2)
環境管理論(2)
環境関連法Ⅰ(2)
地方自治論(2)
廃棄物処理・ﾘｻｲｸﾙ論(2)
環境情報処理方法論(2)
土壌環境学(2)
環境科学演習(1)
環境政策演習(1)
環境政策特別講義(2)

選択科目（43単位）

環境経営学(2)
環境政治(2)
環境外交論(2)
環境文化論(2)
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論(2)
国際開発援助論(2)
国際環境論(2)
地球環境科学(2)
環境化学(2)
資源ｴﾈﾙｷﾞｰ論(2)
自然保護概論(2)
環境植物学(2)
行政法Ⅰ(2)
行政法Ⅱ(2)
地球環境論(2)
民法Ⅱ(2)
市民環境活動論(2)
産業環境論Ⅱ(2)
環境教育論(2)
環境社会学(2)
環境微生物学(2)
生態毒性学(2)
環境関連法Ⅱ(2)
都市計画論(2)
環境景観論(2)

環境福祉論(2)
環境心理学(2)
社会調査法(2)
環境論理学(2)
生活環境学(2)
環境ﾌｨｰﾙﾄﾞｽﾀﾃｨⅠ(1)
環境ﾌｨｰﾙﾄﾞｽﾀﾃﾞｨⅡ(1)
キャリア形成講座(2)
インターンシップ(2)
ビオトープ論(2)
卒業研究(4)
上級英語科目群

（ ）内は単位数
環境と関連する科目
その他の科目

教養科目には環境に関する
科目が少ないが、専門課程
で、必修・選択の両方で環境
系の科目が大幅に増える。

↓

環境系の学科で専門
課程に重点を置く事例

50分授業を１時間と換算
講義：15時間の授業で１単位
演習：30時間の授業で１単位
実習：45時間の授業で１単位

大学における環境人材育成の取組（５）

大学における環境人材育成の全体像

教養教育での講義・演習

専門教育での講義・演習

寄附講座・セミナーの提供

現場実習・研修の提供

新入生ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ研修

インターンシップへの参加

資格取得の推奨

ボランティア体験活動

単位認定プログラム

資格・免許制度

単位互換制度

インターンシップ制度

ボランティア体験制度

大学による認証・証明制度
（学位・サーティフィケート）

一定の能力や
経験を獲得した
ことが、経歴とし
て、企業や行政
が注目するとい
う風潮

単位認定外プログラム

主たる制度 側面的な制度 制度外

職能訓練プログラムの提供

正課外サークル活動 団体活動支援制度

大学および他団体による
資格認証・能力証明制度
（受講証明・資格・履歴）

大学で実施可能なプログラム

副専攻制度

ボランティア・サークル活動の
支援制度

（交流事業・補助事業等）
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学部ごとの環境関連分野の扱い（１）
教育学部の教員養成課程における環境関連分野の扱い

分野 科目

「環境教育」科目や環境関連科目を設置している大学は多いが、必修化している大学は少ない
「環境教育専攻／実践研究センター」を設けて環境教育に特化した教育・研究を推進する事例もある

東京学芸大学・三重大学・宮城教育大学・北海道教育大学の教育学部カリキュラム・シラバスからイースクエア作成

実践教育科目 教職論 教育課程と教育方法 教育社会学
教育の基礎と理念 生徒指導・進路指導 教育制度・経営論
発達と学習 教育相談 道徳・特別活動

総合的な学習 自然体験教育 環境教育

教科指導科目 小学校・中学校各教科教育法

教科内容研究科目 各教科内容研究： 理科、生活・技術・家庭科関連科目で環境の取り扱い
例： 消費者教育、食生活、自然科学基礎、住居と環境、子どもと環境等

各専攻専門科目

環境教育関連科目 環境教育概論 環境教育特論 環境教育演習
環境教育方法論 環境教育カリキュラム 持続可能な社会を創る環境教育
住居と環境 環境文化史・自然史教育 環境資源の保全と環境教育
生物多様性保全と環境教育 各種フィールド実践科目

学校教員養成課程

総合教育課程（教養系）

土木・建築学部の教育科目における環境関連分野の扱い

建築計画 建築計画（行動論/住居論/空間論） 建築設計計画理論
環境デザイン 都市計画特論

都市計画 景観設計（地域と景観のデザイン） 都市計画（都市の計画と設計）
交通計画 都市基盤施設 都市構造
都市防災計画 現代都市計画地域論 都市環境計画

環境工学 建築環境学 設備防災計画 空気調和衛生 防災工学
建築音響特論 設備・情報システム

建設構造 建築動力学 構造設計論 鉄骨構造 構造解析
基礎構造の設計 鉄筋コンクリート構造設計 応力計算
構造計画 建築静力学 基礎工学 耐震構造工学
RC造の設計 弾性論/地盤工学 構造システム工学 振動工学
鉄骨造の設計 地震学/風工学 構造解析工学

建設材料・施工 建築生産演習 建築生産管理 建築経済 建築生産
建築施工法 建築構造法 建築材料

水工・地盤 水理学・水文学 河海・河川工学 水資源工学 水質工学
海岸工学 土質力学 地質学 岩盤工学
環境地盤工学 防災学 環境保工学 自然・生態学

測量 測量学 リモートセンシング（GIS、GPS）

分野 科目

都市・建築計画では、水工・地盤系及び材料・施工系と関連して、循環型/環境調和型のデザインについて教育さ
れている
建設構造・環境工学では、自然資源（エネルギー含）活用型、省エネ型の構造についての教育が行われている

東京大学工学部建築学科/京都大学工学部建築学科等のカリキュラムからイースクエア作成

㈱イースクエア作成

㈱イースクエア作成
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学部ごとの環境関連分野の扱い（２）

材料・資源工学部の教育科目における環境関連分野の扱い

分野 科目

材料・資源学部の特性上、基礎科目（数学/物理/化学）及びこれに関連する科目を除き、各科目で環境に関連
する内容が多く取り上げられている
工学分野での限定的な教育に留まらず、環境資源経済論など、外部（地球環境）との調和を視野に入れた教
育が行われている

資源循環・環境 資源地球科学 地球物質科学 無機分析科学 環境資源経済論
環境水質化学 大気環境工学 海洋科学 水環境工学
粉体制御工学 固液分離工学 資源分離工学 水環境生態工学
作業環境工学 廃棄物資源工学 廃棄物管理工学 応用物理化学

地殻情報･開発 地殻情報工学 環境地質学 物理探査工学 地殻開発工学
岩盤力学 数値岩盤工学 油層工学基礎 油層流体特性
応用数学 測量学

材料科学 工業数学 材料学 材料物理化学 電子・電磁気学
量子力学 材料力学 材料組織学 材料強度学
溶液・融体物理化学 伝熱・流体力学 環境材料プロセス接合工学
高分子・生体物質の物理化学 腐食・防食学 セラミックス材料学
構造材料学 表面・界面物理学 材料計測評価学

東北大学工学部材料科学総合学科・早稲田大学理工学部環境資源工学科等のカリキュラムからイースクエア作成

農学部の教育科目における環境関連分野の取り扱い

分野 科目

農学部の分野は自然生態と密接しているという特性上、多くの科目で環境に関連した教育がなされている
特に、環境経済学、森林・緑地計画学等、環境の視点にフォーカスして教育する科目が存在する

東京大学農学部 / 京都大学工学部農学部等のカリキュラムからイースクエア作成

資源・生物 作物学 育種学 蔬菜花卉園芸学 果樹園芸学 栽培システ

植物生産管理学 植物遺伝学 植物生理学 栽培植物起原学 品質評価学
品質設計開発学 動物遺伝育種学 生殖生物学 動物栄養科学 生体機構学
畜産資源学 生物資源情報科学 海洋生物環境学 海洋生物増殖学
海洋分子微生物学 海洋環境微生物学 海洋生物生産利用学 海洋生物機能学
雑草学 熱帯農業生態学 土壌学 植物病理学 昆虫生態学
昆虫生理学 微生物環境制御学 生態情報開発学

農業経済 環境経済学 開発経済学 開発政策 食料経済学 比較経済学
農村社会学 農政学 農業経営学 地域計画学 農業史学
農業簿記学 農業評価学

森林・緑地 造林学 林政学 治山・砂防学 林業工学 森林計画学
森林経理学 森林計測学 造園学 緑地計画学 風景計画学
緑地植物学 植栽学 植物病理学 緑地生態学 緑地工学
緑地管理学 緑地情報学 肥料学 土壌学

生命・酪農 農業生物学 応用動物学 応用生態学 生物資源学 微生物学
畜産学 酪農学 細胞生化学 生体高分子化学 生物調節化学
化学生態学 植物栄養学 発酵生理制御 生体機能化学 構造生物学
エネルギー変換細胞学 分子細胞育種学 植物分子生物学

食品生物 栄養化学 生体情報応答学 生命有機化学 微生物生産学
食品分子機能学 食品生理機能学 生物機能変換学 食環境学

㈱イースクエア作成

㈱イースクエア作成
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学部ごとの環境関連分野の扱い（３）

東京大学・慶應義塾大学・早稲田大学・京都大学のシラバスからイースクエア作成

法学部

【法律系】
憲法
刑法
民法
行政法
商法
民事訴訟法
刑事訴訟法
経済法
労働法
国際法
外国法
社会保障法
法哲学
法社会学

【政治系】
政治学基礎
政治思想
日本政治
国際政治
比較政治
外国政治
現代政治
政治思想史
行政学
政治過程
地域研究

研究会（ゼミ）

環境法

経済学部

【専門基礎】
経済原論
ミクロ経済学
マクロ経済学
計量経済
経済史

【選択科目】
農業経済
都市経済
開発経済
計量経済学
産業経済
国際経済

環境経済学

外国経済史
社会政策論
数理経済学
数理統計
財政

研究会（ゼミ）

【スキル】
微分積分
統計学
情報処理

経営／商学部

研究会（ゼミ）

【専門基礎】
経営学
基本簿記
商業学
産業経済論

【選択科目】
経営系
・企業倫理

会計系
商業系

環境経営、環境会計
環境マーケティング

国際経済
計量経済
金融・保健
労働・社会
産業史

【スキル】
微分積分
統計学
情報処理

① 基礎理論での取り扱い

② 応用科目での取り扱い

③ 環境科目の新設

④ 演習（ゼミ）

法・経済・経営系学部における環境関連分野の扱い

法・経済・経営系学部における環境関連分野の扱い

法学部系

法学部 消費者情報環境法学科
法学部 地球環境法学科

経営学部系

国際環境経営学部 環境経営学科
経済経営学部 環境経済学科

経済学部系

経済学部 地域環境政策学科
経済学部地域政策学科

既存学部に、「環境」にフォーカスした学科を設置
カリキュラム構成は環境法、経済、政策等が中心

イースクエア作成

㈱イースクエア作成

㈱イースクエア作成
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環境人材育成のためのさまざまな教育（１）

大学における講義・演習

●講義とは、大学などの高等教育機関で行われる教育の一形態。
●教師から学生に向けた一方的なものとなりがちな講義であるが、演習や実習などと相補的に組
み合わせ教育効果を高めるような配慮をすることが、カリキュラム構築の際に求められる。

講義・演習の類型

大教室での講義
受講定員が大人数で、大教室で行われる講義。極め
て一般的もしくは概要的な内容を取り上げる１・２年次

向けの講義などで主に行われている。

小人数での講義
受講定員を少人数にし、教員が学生ひとりひとりの理
解を確認しながら進められる講義。語学や特殊なテー
マを取り上げた特殊講義などで主に行われている。

学生の参加を求める演習・ゼミ
輪読や購読、現場実習などといった、参加型で学習が
進められる。演習で取り上げる内容が、各自の卒業論

文の作成に直結している場合も多い。

実験系の演習
理科系では実験に関する演習科目が必修科目として
用意されていて、グループ毎に各種の実験を行い、図
表化、考察、レポートの作成などが行われている。

身につけることができる力・スキル

大教室での講義の場合
当該学問分野についての入門的な知識
当該学問分野についての概論的な知識

特定の分野の全体像の理解

小人数での講義の場合
個別分野についての専門的な知識
特定の分野についての深い知識
一定程度の語学力（語学系の講義）

学生の参加を求める演習・ゼミの場合
要約力・論理的思考力・表現力
ディスカッションを遂行する能力
理解力・批判力・現場勘

実験系の演習の場合
実験に必要な機材・機器の操作スキル

作図・レポートの作成能力
実験の結果を考察し一般化する力

環境人材育成のための講義・演習の活用例

講義形式の問題点と改善のポイント

講義形式の多人数教育だけでは、与えられた
知識を単に吸収するという受講態度を定着さ
せることになる。そこで改善に向けては、少人
数講義を積極的に取り入れること、学生と教職
員の距離を近くするような制度（メンター制度な
ど）の設置、などにより、個々の学生による学
びが、主体的なものとなるような配慮をしていく

ことが必要。

講義と演習の併用

大学での教育は、講義・演習を中心に行われ
ており、環境人材育成を考慮する際も、講義・
演習を効果的に活用していくことが主要な取り
組みとなる。その際、大教室の講義で概論や
全体像を把握し、少人数講義で、個別の領域
や関心を深める、という配慮をカリキュラムで

取り上げることが必要となる。

講義・演習の活用の視点

★環境に関連した講義・演習科目情報の
整理と提供・・・「環境」や「持続可能な開
発」のコンセプトを取り入れた講義・演習の
開講状況をリスト化・体系化して学生に提
供することで、個々の学生が履修を決める
際に役立てることができる。

★参加型手法の重視・・・少人数講義や演
習などに参加型の手法を取り入れ、環境
をめぐるディベートを行ったり、発表と質疑
を組み入れることで、環境保全に必須のコ
ミュニケーション力を高める。

★スパイラル型カリキュラムの構築・・・概要
的な環境に関する知識・理解を把握する
段階から、個別の関心領域を深める、とい
う学びのステップアップをカリキュラムで提
供する。

環境人材育成への講義・演習の活用
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環境人材育成のためのさまざまな教育（２）

大学における現場実習・現場研修

●実際に現場で体験をしたり学習することで、実際の状況を理解し、経験的な知識を得る。一方的
に知識を伝達する講義を補完し、知識の全体像を体系的するような配慮の元で行われている。
●単位として認定されるものと、自発的・私的なプログラムとして提供されているものの両方がある。

現場実習・研修の具体例

大学が単位認定を行う、カリキュラムの
一環で実施される現場実習

例１：岐阜大学地域科学部「社会活動実習」
社会福祉施設、地元企業、地方自治体など地域を
支える事業体での体験・実習を通して、社会での地

域政策能力養成を主題とした教育。
例２： 駒沢大学「社会福祉援助技術現場実習」
１年間のクラスワークと４週間にわたる社会福祉施
設・機関への配属実習。実習先からの評価が単位
認定の判断材料としている。実習を終えた学生は、
社会福祉士の国家試験受験資格を得る。

大学が単位認定を行わない、自発的な
参加形態を持つ現場実習・研修
例１：宮城教育大学小金沢研究室「海外実習」

インド・モンゴルなどの開発の現場を訪問し、現地の
NGOと協力して技術移転のワークショップを開催し、
現場感覚を養うことを目的とした体験型の教育。
例２：立教大学社会学部現代文化学科阿部治ゼミ
キープ協会、ホールアース自然学校などでの参加型
による学び、水俣市で公害に関する聞き取り調査な
ど、現場での直接体験を重視したフィールドワークに

よる学習・調査をゼミとして実施。

身につけることができる力・スキル

現場実習・研修で得られる一般的な力・スキル
社会人として必要なマナー

他者と行動・作業する際の調和力
現場でのみ得ることができる知識・理解

途上国の開発現場での実習・研修の場合
開発に関するより深化した理解
技術移転に関する基礎的な技法

ワークショップ・開発調査等を遂行するスキル

国内のフィールド（福祉施設・学校等）での実習・
研修の場合

資格に直結した体験的な知識
現場での問題点・課題についてのセンス

具体的問題への対処スキル

国内のフィールド（環境系）での実習・研修の場合
環境（自然環境・都市環境・公害問題等）に関す

る体験的な知識・理解
フィールドで必要となる技術的なスキル

現場実習・研修の問題点と
改善のポイント

現場実習や研修に参加できるのは、制度上・
時間上、もしくは予算的に、一部の限られた学
生となる可能性が高い。すべての学生に同一
の国際的な体験やフィールドでの体験を積ま
せることが難しい以上、バラエティーに富んだ
さまざまな現場実習・研修の選択肢を提供する
ほか、現場実習・研修に参加して実際に経験・
体験したことを共有する機会（報告会・記録作
成）についても意識していくことが必要。

講義・演習の限界を補完する役割

講義や演習への参加のみではなかなか獲得
できない、現場での勘や体験的な知識などを、
現場実習や研修への参加を通じて獲得するこ

とが目指さされている。

現場実習・研修の活用の視点

★単位認定によるインセンティブの確保・・・
現場実習や研修への参加を、大学卒業に
必要な単位に認定する配慮。

★座学で得た知識の体験的な知識への昇
華・・・国内外のさまざまな現場で実際の状
況が観察することができ、または具体的な
取り組みを経験できるようなプログラムを
企画・提供。

★魅力的なプログラム（非単位認定）の提
供・・・参加することが楽しみとなりつつ、一
定の知識やスキルを獲得できるような配慮
をすることで、コストの負担感を少なくする。

環境人材育成への現場実習・研修の活用

環境人材育成に向けた現場実習・研修の活用例
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環境人材育成のためのさまざまな教育（３）

大学における寄附講座

●寄附講座とは、民間企業や行政など、大学・研究機関の外部から、教育・研究の振興のために
寄付された資金や人材を活用し、研究や教育を行うもの。
●大学は、寄附講座を産学連携の柱として積極的に導入・展開している。

企業から寄附を受け、大学が主体となって研
究を実施

例：名古屋大学エコトピア科学研究機構エネルギーシ
ステム（中部電力）寄附研究部門

中部電力の寄付により1996年4月に創設。 環境調和
型エネルギーシステムの技術課題に基づき、ハード
要素技術からシステム評価に至る広い視点から、将
来の最適なエネルギーシステムの構築を目指す。

大学が場を提供し、企業が主体となって実施
例：青山学院大学商船三井寄附講座

青山学院大学経済学部の「産業論」として開講。「海
運論と総合物流」をテーマとした１３回（ ２単位）の講
義。受講対象は経済学部３・４年次生。商船三井の社
員が非常勤講師となり、当該講義を担当する。

自治体と大学が協力して研究を実施
例：神戸大学医学系研究科へき地医療学講座

兵庫県からの寄附金によって平成18年1月に神戸大
学に開設。へき地医療に関する研究拠点を設置し、
現地のニーズに即したへき地医療に関する研究を行
うとともに、その研究成果の普及を行い、 へき地医療

の向上に寄与することを目的とする。

研究を目的とした寄附講座の場合

新たなシステムの構築を目指した研究遂行力
特定の分野の技術開発力

環境に調和したシステムを構想する力
実社会から求められるニーズに対応する判断力

教育を目的とした寄附講座の場合

最新の知見についての理解
現場での動きに対応した動向についての知識
環境や持続可能な開発への取り組みへの関心
比較的上位の経営者が持つ発想や理想につい

ての理解

寄附講座の具体例 身につけることができる力・スキル

環境人材育成への寄附講座の活用

研究型寄附講座
（理系分野に多い）

外部から寄附された資金を元に講座（研究グ
ループ）を組織し、研究を遂行するもの。営利
目的の研究ではなくとも、寄付者の意図を汲ん
だ研究や新技術の開発、例えば、医薬品メー
カーから寄附された資金を利用した難病の治
療法の研究、といったものとなる場合が多い。

教育型寄附講座
（文系分野に多い）

大学の授業の一環として実施される。大学の
外部で作成されたカリキュラムやテキストを大
学教育に持ち込み、また講師を大学に派遣す
るなどといった、ノウハウや人材面での寄附を

行うものが多い。

寄附講座の二つの類型

★現状についての関心の喚起と理解の深
化の場としての活用・・・現状や実情につい
ての情報提供が可能で、環境や持続可能
な開発への関心を喚起し理解を深化する
ことにつながる。

★教育型の寄附講座の拡充・・・文系の大
学（院）教育においては、教育型の寄附講
座の拡充が環境人材育成に効果的。一連
の講義を通じて実社会の知見をスムーズ
に学生に伝達可能。

★研究型寄附講座の充実・・・理系の大学
（院）教育においては、研究型寄附講座の
充実が効果的。社会のニーズと直結する
研究を進める中で、学生がスキル獲得や
経験を積み、環境系の技術者・開発者へと
成長することに貢献できる。

環境人材育成への寄附講座の活用
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環境人材育成のためのさまざまな教育（４）

大学におけるインターンシップ

●インターンシップ（就業体験制度）とは、学生が一定期間、企業や行政等の中で研修生として働
き、自分の将来に関連のある就業体験を行える制度。
●就職活動や職業選択でのミスマッチを防ぐ目的があり、大学によっては単位が認定される。

仕事体験型インターンシップ
電話の取次ぎやコピー取り、資料作成などの事務作
業、オフィスや店舗での仕事体験、あるいは工場見学
や実習などさまざまな形式がある。営業職などの場合
は、社員と一緒に取引先へ同行することもある。

仕事体験型インターンシップの場合
仕事の遂行の仕方についての基礎的な理解

基本的なビジネスマナー
職場体験に基づく就業についての知識

インターンシップの類型 身につけることができる力・スキル

プロジェクト体験型インターンシップ
課題が出され、課題解決策を考えて行く中で、仕事内
容を理解・疑似体験できるプログラム。新商品開発や
新規事業提案など、その企業のビジネスモデルに沿っ
たものが多い。レポート提出を求められることもある。

グループワーク型インターンシップ
課題を与えられ、グループで課題解決を研究するプロ
グラム。作成したレポートをもとに、各グループで発表
会を行って評価されることが多い。採用直結型のイン

ターンシップに多い。

企画研究型インターンシップ
与えられたテーマに対し、社員と共同で研究や企画を
するプログラム。参加者は、新鮮な発想や着想を出す
事が求められ、実際に実現することの難しさ・ビジネス

の難しさを学ぶ。

出所：http://bunnabi.jp/2009/its_about_03.php

プロジェクト体験型インターンシップの場合
企画力・課題解決力・発想力
報告・プレゼンテーション能力
報告書・ビジネス文書の作成能力

グループワーク型インターンシップの場合
複数人で共同して作業にあたる協調力

ディスカッション能力
報告・プレゼンテーション能力

企画研究型インターンシップの場合
複数人で共同して作業にあたる協調力

発想力・企画力
分析力・判断力

インターンシップの問題点と
改善のポイント

インターン情報を発受信するプラットフォーム
が未成熟

参加者の意欲・態度にバラつきがある（特に必
修科目としてインターンが行われている場合）

マッチングの難しさ
インターン体験を開始する前に、あらかじめコ
ミュニケーションスキルを高めておくことが求め

られる場合がある
インターンシップの原則のさらなる普及

社会人となるための準備

実社会の動きがどうなっているのか、社会人と
してどのように振舞うべきなのか、について学
ぶのがインターンシップ。講義・演習や現場実
習で得た知識や経験を携えて、現実社会の
ケーススタディを行うものともいえる。

インターンシップの活用の視点

★企業や行政の中における環境担当部署
でのインターン経験・・・環境関連部署が必
要とするスキルや知識の獲得がスムーズ
に行えることから、直接的な環境人材の育
成となることが期待される。

★一般的な部署における環境改善をイン
ターンシップを通じて提案・・・受け入れ側と
参加者側双方にとって利益となるようなイ
ンターンシップの運用制度を確立する。

★事前・事後研修・・・インターンシップ派遣
前後に研修を配置し、社会人としての基礎
的なスキルの理解・実際のインターンシッ
プの経験から学ぶべきことを検討する。

環境人材育成へのインターンシップの活用

環境人材育成に向けたインターンシップの活用例
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ＥＳＤ行動計画や関連政策文書の特徴

教育と能力構築、政策関連性、現場における
実証プロジェクトを中心的な課題として、ＥＳＤ
の実施を進める。

ESD:CEE Approaches 
and Strategiesインド

国内の全ての教育機関に国家環境教育声明
を配布し、教員および地域リーダーが環境やそ
の中で生活することの重要性を伝達するアプ
ローチの紹介と拡大を図る。

Australian Government’s 
Strategy for the UN 
Decade of ESD (2006)

オーストラリア

大学における環境専攻のカリキュラムの中に持
続可能な開発の観点を導入することを急務の
課題としている。

National Action Plan for 
Environmental Education 
(1996-2010)

中国

学校における指導カリキュラムを持続可能性を
普及させる中心と捉え、環境教育を独立した
科目に設定。

National Strategy for 
Sustainable Development 
(2006-2010）

韓国

大学や大学院に対し、各分野の専門家を育て
る過程に、ＥＳＤに関連した教育を取り入れる
取組の促進。

わが国における「国連持続
可能な開発のための教育
の１０年」実施計画 (2006)

日本

国別の特徴計画・文書名国名

教育と能力構築、政策関連性、現場における
実証プロジェクトを中心的な課題として、ＥＳＤ
の実施を進める。

ESD:CEE Approaches 
and Strategiesインド

国内の全ての教育機関に国家環境教育声明
を配布し、教員および地域リーダーが環境やそ
の中で生活することの重要性を伝達するアプ
ローチの紹介と拡大を図る。

Australian Government’s 
Strategy for the UN 
Decade of ESD (2006)

オーストラリア

大学における環境専攻のカリキュラムの中に持
続可能な開発の観点を導入することを急務の
課題としている。

National Action Plan for 
Environmental Education 
(1996-2010)

中国

学校における指導カリキュラムを持続可能性を
普及させる中心と捉え、環境教育を独立した
科目に設定。

National Strategy for 
Sustainable Development 
(2006-2010）

韓国

大学や大学院に対し、各分野の専門家を育て
る過程に、ＥＳＤに関連した教育を取り入れる
取組の促進。

わが国における「国連持続
可能な開発のための教育
の１０年」実施計画 (2006)

日本

国別の特徴計画・文書名国名

ＩＧＥＳによるまとめ

まとめ：欧米・日本・アジアの大学に
おける環境人材の育成体制の実態

欧米の大学 日本の大学 アジアの大学

関連施策 有（スウェーデン等） 有（ＥＳＤ実施計画） 有（インド・中国等）

プログラム 多様化が確立 多様化が進行中 発展の途上

教育手法

多彩な教授法 伝統的な教授法 伝統的な教授法

現場実習の重視 現場実習を拡充中 現場実習を採用

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの確立 導入が進行中 極めて限定的

社会貢献学習・実践
型学習が主流

社会貢献学習・実践
型学習は限定的

社会貢献学習・実
践型学習を採用

組織設置

大学間連携

産学連携

外部評価

格付け

環境・持続可能セン
ターの役割重視

学部・研究科の内部
組織として存在

センターの設置は限
定的な段階

積極的に推進･参加 積極的に推進・参加 部分的に実施

積極的に推進 積極的に推進 限定的に実施

導入している 体系的なもの無し 特になし・懐疑的

欧米の大学 日本の大学 アジアの大学

関連施策 有（スウェーデン等） 有（ＥＳＤ実施計画） 有（インド・中国等）

プログラム 多様化が確立 多様化が進行中 発展の途上

教育手法

多彩な教授法 伝統的な教授法 伝統的な教授法

現場実習の重視 現場実習を拡充中 現場実習を採用

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの確立 導入が進行中 極めて限定的

社会貢献学習・実践
型学習が主流

社会貢献学習・実践
型学習は限定的

社会貢献学習・実
践型学習を採用

組織設置

大学間連携

産学連携

外部評価

格付け

環境・持続可能セン
ターの役割重視

学部・研究科の内部
組織として存在

センターの設置は限
定的な段階

積極的に推進･参加 積極的に推進・参加 部分的に実施

積極的に推進 積極的に推進 限定的に実施

導入している 体系的なもの無し 特になし・懐疑的

ＩＧＥＳによるまとめ

ESDに関する国際的動向（１）
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大学教育でのインターンシップの実態
国 必修/選択・期間 外部からの支援

選択、１-６ヶ月
タイ なし なし

なし なし
なし なし
なし なし

オランダ 選択 国内外へ派遣

スウェーデン

有給インターン奨励 学部の提携企業に派遣

必修、１０週間

選択、夏の期間のみ

国内外の提携機関・企業
に派遣

オックスフォード大学 選択

ルンド大学 選択

各教員が努力して派遣先
を選定

大学のキャリアセンターと
提携する機関・企業に派遣

研究科の提携機関・企業
に派遣

公共機関、非営利団体へ
の派遣

日本

中国

イギリス

アメリカ
ハーバード大学
（ケネディスクール）
ライデン大学

必修、３-６ヶ月

マサチューセッツ工科大学
（サローンスクール）

ロンドン大学
（ロンドンカレッジ構築環境学部）

同済大学

華東師範大学
北京師範大学

カセサート大学

大学

京都大学

名古屋大学
（地球環境学舎）

ＩＧＥＳによるまとめ

ESDに関する国際的動向（２）

教育手法 育成できる素養 欧米 アジア

伝統的な
講義・演習

ロールプレイ
プレゼンテーション
ディベート等

現場実習
現場研修

発信・コミュニ
ケーション能力

実践的知識

基礎的知識

各国で採用されている教育手法

● ●

● ●

●

欧米：実践的知識や発信・コミュニケーション能力の育成を重視
アジア：基礎的な知識の育成を重視

●

日本

●

●

●

ＩＧＥＳによるまとめ
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欧州連合による支援

戦略的大学連携：Erasmus Mundusの事例

■Erasumus Mundus Initiative

欧州の複数のトップクラスの大学・高等教育機関が実施する修士
課程以上のコースに対する、欧州委員会（ＥＵ）からの助成

■目的

先端的な高等教育の実施を支援すること

■人材育成の観点から見た特徴

①所属学生は３つ以上の大学で講座を受講することが義務づけ
られる

②ＥＵが参加大学に対して助成を実施

③ＥＵが参加学生に対して奨学金を提供

Erasmus Mundus Initiativeによる大学連携

MESPOM （環境科学・政策・管理修士ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

• ４大学による共同のプログラム運営

• 大学付属研究機関の比較優位を結合

• 修士プログラムの質の向上を目指す

• 課題特化型・プログラムのブランド化

• 欧州委員会による戦略的助成政策

• 市場経済移行国や西アジアの非産油国など
の学生に対する奨学金支給

大学連携によって各大学の比較優位をリソースとして提供し合うことができ、その
結果、環境についてのプログラム運営を効果的なものとすることが可能となった。
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大学のプログラムの評価と格付け：欧州の事例

持続可能性の取り扱いに関する外部評価制度
■オランダ政府が活動を助成し、ＮＰＯであるＡＩＳ
ＨＥ（オランダ高等教育における持続可能な開発
のネットワーク）が大学の外部評価を実施

■大学プログラム・運営の中での持続可能性の
取り扱いを５つの段階別に評価

1. 活動主導型(Activity oriented)

2. 過程主導型(Process oriented)

3. 制度主導型(System oriented)

4. 循環型主導型(Chain oriented)

5. 社会主導型(Society oriented)

外部評価の存在が、欧州の大学が学内の体制整
備・プログラム改革、教職員の意識を改革するこ
とを促すことに繋がっている。

1

欧州の工科大学における持続可能な開発の取り扱い
についての評価（格付け）

各大学を、初期（Getting started)、進行中
(Making Progress)、目標達成(Reaching 
target)、啓蒙的(Inspiration)の4段階に分
類/格付けている
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欧州の大学における取組事例（１）

1

環境と持続可能性に分野の
教育・研究を一層推進するた
め、事業実施・調整・渉外の
役割を担う組織としてセン
ターを設置した。

包括的視点・専門性の構築、
企画・交渉能力の養成、即戦
力となる人材育成が強化さ
れた。

学内拠点の設置により、持続
可能性・環境教育/研究/人材
育成の推進効果があった。

研究・教育センターの設置

環境・持続可能性センター（2001年）
• チャルマー・ゴーテブルグ大学の共同運営

• 大学の環境プログラムを調整

• 専属の研究者・職員

• 実践的実証研究

• 企業との互恵的連携

• 独自の予算・資金捻出

王立工科大学（スウェーデン）におけるサステイナビ
リティー導入の事例

伝統的な大学（1827年設立）でも改革と多様化が求められ、2005年
にSchool of Energy and Environmental Technology(ＳＥＥ)を設置。

■プログラムへのサステイナビリティーの観点の導入

Department of Energy Technologyは伝統的・従来型の工学研究科であるが、コースとして
Sustainable Energy Engineering (SEE)を設置し、持続可能なエネルギー工学やエネルギー利
用に関する持続可能な技術を教育・指導できるよう工夫している。

■多様な教育プログラムを提供

ＳＥＥ（修士課程）では、Solar Energy、Sustainable Power Generation、Nuclear Power 
Technology、Sustainable Energy Utilization in the Built Environmentの分野を提供。

■大学間連携への参加

戦略的大学連携である「Erasmus Mundusイニシアチブ」に参加 し、他大学のプログラムを履修
できる機会を提供し、さらなる多様化を推進。

学生の学習ニーズへの対応／大学の競争力の向上
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欧州の大学における取組事例（２）

【事例】 「持続可能な開発」コースの必修化によるボトムアップ
スウェーデンChalmers工科大学

建
築
工
学

土
木
環
境
工
学

情
報
工
学

エ
ネ
ル
ギ
ー
と
環
境

物
理
工
学

化
学
生
命
工
学

技
術
経
営
戦
略
学

マ
テ
リ
ア
ル
工
学

海
洋
工
学

■ 2007/2008年度より、16学部全プログラムの学部生対象に「持続可能な開発」コースを必修化
■ 各プログラムの担当教師が他の教師、博士課程の学生と共同でコースを計画、実施

■ 全学部生を対象とすることで、ボトムアップを図る
■ 担当する教員もコース開発のために「持続可能な開発」について再認識する

ESD Chalmers
コーディネート

全プログラムの学部生
持続可能な開発コース

(5単位：5週間)
義務化

【事例】修士プログラムにおける「持続可能な開発」の取り扱い
スウェーデンChalmers工科大学

1年次
【第1学期】
•Sustainable Development
•Science of Environmental Change

【第2学期】
•Technical Change and the Environment
(選択)

•Simulation of Complex systems
•Sustainable Energy future

【第3学期】
•Applied Industrial Ecology
•Environmental Policy instruments

【第4学期】
•Environmental Management
（選択）

•Environmentally adapted product 
development and manufacturing
•Life cycle assessment 

[導入・必修コース構成]
■ 環境倫理、環境正義、人間と自然の歴史
■ 人間と環境の相互作用システム
■ 持続可能なメタボリズム
■ 持続可能な土地利用
■ 食糧と農業
■ 森林と持続可能な開発
■ 持続可能性の視点からみたエネルギーシステム
■ 持続可能なマテリアルシステム
■ インダストリアルエコロジーの分析手法と方法
■ 地域の持続可能性：発展途上国の視点から
■ 持続可能な発展を促すエコラベルとその他の方法
■ 持続可能な発展と農業
■ 京都プロトコル
■ 持続可能な発展と技術変革
■ 地域の持続可能性：スウェーデンのアジェンダ21
■ リオ協定をめぐる国際合意

＋
グループプロジェクトワーク「SD in specific country」
（5人1グループ、多国籍）

『インダストリアル・エコロジー：持続可能な社会へ』 by Department of Physical Resource Theory

導入科目で、持続可能な開発を学ぶ上で重要な
「倫理」「システム思考」「幅広いテーマ」を学び、その後

の専門につながるよう構成されている

イースクエア作成㈱イースクエア作成

㈱イースクエア作成
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【事例】 「持続可能な発展コース」
スウェーデン ヨーテボリ大学 教育学部（教員養成）

【特徴】
■ 「持続可能な発展」コースを学部を必修科目として設置し、幼稚園から高校の教師を目指す全
ての学生が履修
■ 授業内で持続可能な発展をテーマとした教材作成プロジェクトを行うなど教育方法論を盛り込
んだカリキュラムを構成

【テーマ】
■ 持続可能な発展と政治システム
■ 地球規模での食糧生産
■ ライフスタイルと環境
■ 持続可能な発展を伝える教育方法論
■ エコロジーと経済成長
■ 生物多様性（生態学）
■ 持続可能な発展と若者・子ども

ヨーテボリ大学の他学部から、持続可能な発展の研究者を講師として招いている
全ての学生（将来の教師）が持続可能な発展について理解し、教えられることを目指している

【プロジェクトワーク：教材開発】
学生がチームで子ども向けの教材を開発
■ 温暖化
■ 人口増加
■ 生活と水
■ 食料はどこから来るの
■ 交通・輸送
■ 電力
■ ごみの分別

イースクエア作成

欧州の大学における取組事例（３）

ゴーテブルグ大学（スウェーデン）の履修案
内における持続可能性の扱いの明示

■履修案内での印による表記

青印：持続可能性問題を実質的に取り扱う
講座

黒印：持続可能性を部分的に取り扱う講座

印なし：持続可能性は取り扱わない講座

■環境・経済・社会をどの程度総合的に
扱っているかが判断基準

■講義の担当教授による自己評価によ
り印がつけられる

■他大学の取組みを応用し、定着化。
全国的な実施には至っていない。

学生の学習ニーズに応え、大学の競
争力を向上させるための工夫のひと
つといえる。

出所：スウェーデン・ゴーテブルグ大学履修案内

ヨーテボリ

IGES作成

㈱イースクエア作成
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欧州の大学における取組事例（４）

1

政府系開発援助資金を利用した途上国の人材育成プログラムの実施

運用上の各種課題（査証等の受け入れの手続き）、多様なニーズへ
の対応、帰国後の就業状況の監視、自国民参加機会の提供、民間
資金導入の制約

例：｢持続可能性管理国際プログラム｣オランダ・ティルブルグ大学ビジネ
ススクール(TiasNimbas) ・グローバリゼーション/持続可能な開発セン
ター(Globus, the Centre for Globalisation and Sustainable 
Development)が関連団体と共催

産官学民の連携：欧米の事例

IGES作成

【事例】 「アグロエコロジー専攻」
米国 ペンシルベニア州立大学 農学部 (College of Agriculture)

【特徴】

■ 食料生産、林学、土壌学、有害生物管理等の複合的知識を元に生態系を理解する
■ インターンシップ、実験、アグリビジネス等を通じて現場体験を重視している

【独自コース概要】
■ 植林生態学
■ 大気環境論
■ アグロエコロジー
■ 持続可能な農業科学と政策
■ 農業システムにおける栄養管理
■ 収穫管理
■ アグロエコロジーコロキウム
■ アグロエコロジーインターンシップ
（必修）

【他専攻、学部コース】
農学部、ビジネス、法学部、畜産学、
林学、コミュニケーション等のコースも
選択必修科目、選択科目として設置
されている＋

アグロエコロジーインターンシップは必修となっており、実務へとつながる仕組みができている
修了生の90%以上が農業関連産業で活躍している

イースクエア作成㈱イースクエア作成
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欧州の大学における取組事例（５）

【事例】 ランドエコノミー学部（学士課程）
イギリス ケンブリッジ大学

基本ディシプリンは法学と経済学＋フォーカスは、土地と環境保全
3年間の学士プログラム

【1年目】4本のペーパー
■ 経済学
■ 公共法
■ ランドエコノミーの課題
■ 情報分析

【2年目】5本のペーパー
■ 応用経済学
■ 法学
■ 選択科目（3つ）
財政とビジネス、建築環境、
環境政策、都市・地域学、
法律と経済の関係性

【3年目】
■ 4つのペーパー
土地賃貸法、所有権法、
開発経済学、農業、
森林と地域開発、都市と経済計画、
不動産財政と投資の応用技術

■ 1万語論文（卒論）

【プログラム概要】

卒業生の就職率が高い：実践ベースの高い実務教育
⇒主な進学先：法律家、エコノミスト、行政官、国際機関、

会計・税理士、企業、その他

イースクエア作成

【事例】 「国際フィールドスタディスクール」
オーストラリア、コスタリカ、タークス＆カイコス諸島、ケニア、メキシコ

【特徴】
■ 5カ国に異なるテーマのフィールド学習センターを設置し、国際的なフィールド学習を推進
■ 短期、サマーコースなど海外の学生も参加しやすいプログラムやコースを開講

【5つのセンターとテーマ】
■ 熱帯雨林（オーストラリア）
■ 持続可能な開発（コスタリカ）
■ 生物多様性マネジメント（ケニア）
■ 海岸の管理（メキシコ）
■ 海洋資源（タークス＆カイコス諸島）

【プログラム】
■ 約95日間のセメスタープログラム
■ 30日間のサマープログラム
（ボストン大学より単位認定）

■ 5年間のリサーチプログラム

■ 短期集中プログラムを通じて、学生はテーマ毎に自然や動物との身近な触れ合いから、
実践的で学際的な教育＆コミュニティーとのパートナーシップによる環境リサーチを学ぶ

■ 日本でも、武蔵工業大学の一研究室が毎年学生をオーストラリアセンターへ派遣している

イースクエア作成㈱イースクエア作成
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